
住宅新築費用
約2,500万円
住宅新築費用
約2,500万円

義援金
約100万円
被災者生活
再建支援金
300万円

住宅再建に
必要な金額

公助・共助で
受け取れる金額

これだけではなく、
●家財
●引っ越し費用
など、住宅・生活の再建には
他にもお金はかかります。
※数字は東日本大震災の一例です。

不足する金額
約2,100万円

東日本大震災で全壊
被害に遭った住宅の新
築費用は平均して約
2,500万円で、それに
対して公的支援として
受給できるのは、善意
による義援金をあわせ
ても約400万円にとど
まりました。 ● 「半壊」世帯には、災害救助法に基づき、57.4万円を限度として市町村が応急修理を行います。

● 災害復興住宅融資制度による低利融資は、「一部損壊」でも受け取れます。

大規模な自然災害に対して、日頃から防災対策をしておくことで、被害を軽減することはできます。
自分と家族を守るための防災対策の基本は、「自助」です。そのためには、日頃からの備えが大切です。

●ハザードマップで自分のまちの災害リスクの確認
●非常用品の備蓄や持ち出し品の準備
●家族との連絡方法や集合場所の確認

避難について確認

自然災害で建物や家財などが損害を被った場合、生活再建費用は大きなものとなり、行政の支援金や義援金だけ
では、十分な金額とはいえません。保険・共済は、自助の有効な手段の一つで、経済的な備えとして重要な役割を果
たします。

●すまいの保険・共済
すまいの保険には、「地震保険・共済」と「火災保険・共済」があります。

●その他の保険・共済

地震・噴火・津波によって
建物や家財に損害が発生した場合、
その損害を補償します。

火災だけでなく、風災・水災・雪災などの風水
災等による損害を補償する商品があります。
台風や暴風などの風災による損害や、大雪な
どの雪災による損害について、一定額以上で
あれば補償の対象としています。

任意の自動車保険・共済では、「車両保険・共
済」を付けていると、台風や洪水などの風水
災などによって自動車が損害を被った場合、
その損害を補償します。水没した場合は修理
費用が高額となるケースが多いです。

台風や洪水などの風水災
などによってケガをした場合に、
備えることができます。

（注）保険・共済の商品名、補償範囲、支払条件は、保険・共済によって異なりますので、詳しくは、保険会社・共済団体または代理店にお問い合わせください。 長野県ＰＲキャラクター「アルクマ」 
©長野県アルクマ

地震、大雨に台風、噴火。
近年は全国各地で自然災害が発生しています。
万一の時、あなたと家族を守るため、自然災害について正しく「学び」
そして「備える」ことが大切です。

信州地震等災害保険・共済加入促進協議会
日本損害保険協会関東支部長野損保会　 ＪＡ共済 　こくみん共済coop長野推進本部
長野県損害保険代理業協会　長野県農業共済組合　生活協同組合コープながの　長野県

自然災害に備える

備え❶

保険・共済への加入備え❷

地震保険・共済 火災保険・共済

くるまの保険・共済 からだの保険・共済

防災の基本は自助です。

“学ぶ・備える”
長野県の自然災害

2014年　平成26年11月22日
長野県神城断層地震

2011年　平成23年3月12日
長野県北部地震

2019年　令和元年10月13日
令和元年東日本台風
（台風第１９号）

（写真：白馬村）

（写真：栄村）

（写真：長野市）

被害 ： 住家全壊81戸、半壊175戸
（平成28年4月1日時点）

被害 ： 死者23人（災害関連死18人含む）、
住家全壊920戸、半壊2,496戸
（令和3年9月6日時点）

被害 ： 死者3人（災害関連死）、
住家全壊34戸、半壊169戸
（平成24年10月1日時点）

信州防災アプリで災害リスクをみよう！

【iOS】【android】

出典：長野県ホームページ
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過去10年間に約98％の市町村で
水害・土砂災害が発生しました。

雨が多い日本では、毎年、全国のどこかで大雨による河川の氾濫などにより、個人の住宅や資産、公共施設などに損害
を与え、時には人命を奪う「水害」「土砂災害」が起こっています。また、地球温暖化の進行に伴って、時間雨量50㎜を超
える豪雨の発生件数も増加傾向で、いわゆる「ゲリラ豪雨」と呼ばれるような大雨が増えています。

出典：国土交通省「河川事業概要２０２３」

〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉 年々高まる「水害・土砂災害」発生の危険性 〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈

出典：気象庁ホームページ

出典：内閣府ホームぺージ
（https://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/h27/80/question.html）

水災（風水害・土砂災害）を学ぶ

近年は豪雨災害が頻発化、激甚化しています。
大雨などによる地表水の増加に排水が追いつ
かず、用水路、下水溝などがあふれて氾濫した
り、河川の増水や高潮によって排水が阻まれた
りして、住宅や田畑が水につかる災害を「内水
氾濫」と呼び、各地で起きています。雨量の増加
のほか、農地が住宅になったり道路が塗装され
たりする都市化の進展も要因となっています。

〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉 豪雨による内水氾濫 〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈

糸魚川－静岡構造線断層帯（全体）の地震 南海トラフ地震（陸側ケース）

甚大な被害が発生する地域が、長野県内の広域に分布してい
ます。震度6強以上の揺れの地域も、非常に広範囲に及びます。

出典：信州防災手帳

※地震発生確率の数値は、政府地震調査研究推進本部の公表結果によるものです。
なお、平成7年に発生した阪神・淡路大震災について、当時の30年以内の地震発生確率は「0.02～8％」だったとのことです（後の計算による数値）。
このことから、上の2つの想定地震の発生確率が極めて高いということが分かります。

〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉 今後県内で発生が想定される２つの大きな地震 〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈

〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉 火山災害 〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈〈

想定される被害
約5,６00人～7,１00人
約８３，０００棟～９８，０００棟

死者数
全壊・焼失建物数

▶

▶

30年以内の
地震発生確率※

長野県内では、特に諏訪市で液状化被害が多く発生します。
震度6強以上の揺れが想定される地域もあります。

想定される被害
約130人～180人
約2，2００棟～2，3００棟

死者数
全壊・焼失建物数

60％～7０％

▶

▶

地震・噴火を学ぶ

右の図に示す7火山については、火山防災
のために監視・観測体制の充実等が必要な
火山（全国50火山）として、気象庁が24時
間体制で常時観測、監視しています。
火山周辺で暮らす皆さんや登山を楽しむ皆
さんは、火山が噴火した場合に備えて、それ
ぞれが火山への知識を持ち、火山情報を集
める必要があります。

震度
7
6強
6弱
5強
5弱
4
3以下

震度
7
6強
6弱
5強
5弱
4
3以下

１４％～３０％ 30年以内の
地震発生確率※

出典：信州防災手帳
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（白根山（湯釡付近））
（本白根山）

浅間山

弥陀ヶ原

令和元年東日本台風

千曲川の越水や堤防の決壊、人や建物へ
の被害、農地や農業用施設の浸水被害、
交通機関、ライフラインへの影響など
様々な被害が発生しました。

（写真：長野市）
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地震、大雨に台風、噴火。
近年は全国各地で自然災害が発生しています。
万一の時、あなたと家族を守るため、自然災害について正しく「学び」
そして「備える」ことが大切です。

信州地震等災害保険・共済加入促進協議会
日本損害保険協会関東支部長野損保会　 ＪＡ共済 　こくみん共済coop長野推進本部
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長野県の自然災害
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（写真：長野市）

被害 ： 住家全壊81戸、半壊175戸
（平成28年4月1日時点）

被害 ： 死者23人（災害関連死18人含む）、
住家全壊920戸、半壊2,496戸
（令和3年9月6日時点）

被害 ： 死者3人（災害関連死）、
住家全壊34戸、半壊169戸
（平成24年10月1日時点）

信州防災アプリで災害リスクをみよう！

【iOS】【android】

出典：長野県ホームページ


